別紙 ２
劇場・音楽堂等に関する事業の考え方

〇劇場・音楽堂等の活性化に関する法律における規定

1 実演芸術の公演を企画し、又は行うこと。　
→　自主事業
2 実演芸術の公演又は発表を行う者の利用に供すること。　
→　貸館事業
3 実演芸術に関する普及啓発を行うこと。　
→　普及啓発
4 他の劇場、音楽堂等その他の関係機関等と連携した取組を行うこと。　
→　連携・協働
5 実演芸術に係る国際的な交流を行うこと。　
→　国際交流
6 実演芸術に関する調査研究、資料の収集及び情報の提供を行うこと。　
→　調査研究
7 前各号に掲げる事業の実施に必要な人材の養成を行うこと。　
→　人材養成
8 前各号に掲げるもののほか、地域社会の絆の維持及び強化を図るとともに、共生社会の実現に資するための事業を行うこと。　
→　地域貢献・社会的包摂（社会参加）


	事業分類
	事業項目
	法律上の分類
	内容（キーワード等）

	自主事業
	公演鑑賞型
	①（④ ⑤）
	制作公演、買取公演、（共同制作、海外公演）

	
	普及啓発型(※)
	3 ⑥ ⑦
	アウトリーチ、ワークショップ、コンクール、専門人材育成、調査研究、講演等

	
	地域貢献型
	⑧（③ ④ ⑤） 
	社会的包摂、市民参加、生涯学習、文化祭、講演等、（機関・他団体連携、国際交流）

	貸館事業
	
	②
	公演、発表等の場の提供
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　※普及啓発は主に舞台芸術に関する取組とし、その他の分野のものに関する取組は地域貢献型に含めるものとする。
